
（報告事項オ） 

 

松本市議会個人情報保護条例の施行状況について 

 

１ 趣旨 

  松本市議会個人情報保護条例（令和５年条例第２５号。以下「条例」という。）第５０

条第２項各号の規定により、前回報告分以後(令和７年１０月１日から令和８年６月３０

日まで)の松本市議会個人情報保護条例の施行状況について報告するものです。 

 

２ 松本市議会個人情報保護条例施行規程（令和５年議会告示第１号。以下「規程」とい

う。）第５条（保有個人情報及び仮名加工情報に係る安全管理措置）に基づく具体的な措

置（条例第５０条第２項第１号関係） 

 ⑴ 安全管理措置執行責任者の任命（継続） 

   議会事務局次長 住吉 真治（令和５年４月１日～） 

 ⑵ 個人情報取扱従事者への研修 

  ア 日 時 

令和８年７月２日（木）午前８時４０分～午前９時１０分 

イ 受講者 

  議会事務局職員１１名 

ウ 内 容   

(ｱ) 個人情報保護制度の概要 

(ｲ) 個人情報の目的外利用及び外部提供に係る事務処理手順 

 

３ 保有個人情報の利用目的の変更（条例第５０条第２項第２号関係） 

  なし 

 

４ 利用目的以外の利用及び提供（条例第５０条第２項第３号関係） 

  別紙１のとおり 

 

５ 保有個人情報に対する開示請求等の処理状況（条例第５０条第２項第５号関係） 

 ⑴ 開示請求・処理状況（令和７年１０月１日～令和８年６月３０日）     （件） 

請求件数 
請求対象 

記 録 数 

処理の内訳 
審査請求 

開示 部分開示 取下げ 不存在等 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 ⑵ 訂正請求・処理状況（令和７年１０月１日～令和８年６月３０日）    なし 

 ⑶ 利用停止請求・処理状況（令和７年１０月１日～令和８年６月３０日）  なし 

 ⑷ 審査請求の状況（令和７年１０月１日～令和８年６月３０日）      なし 

 

６ その他 

  報告期間中に次のとおり規程の改正を行いました。 



告示 告示日 施行日 改正内容 

令和８年 

議会告示第１号 

８．２．３ 告示の日 令和７年１２月３１日をもって全ての住民基本台帳カ

ードの有効期限が満了し、本人確認書類として使用で

きなくなることに伴い、様式を改正（様式から削除）す

るもの 

令和８年 

議会告示第４号 

８．５．２９ 告示の日

及び令和

８年６月

１４日 

・ 介護保険法の改正により、同法中に被保険者番号等

の定義が規定されることに伴い、被保険者番号等に

係る定義規定を改めるもの 

・ 出入国管理及び難民認定法の改正により、同法第１９

条の４第１項に号ずれが生じることに伴い、引用条

項の整理を行うもの 

※ いずれの改正も制定時に参照した「○○市議会の個人情報の保護に関する条例施行規

程（例）」（全国市議会議長会）が改正されたものです。 

 

７ 参考条文 

  別紙２のとおり 



利用目的以外の利用及び提供（条例第５０条第２項第３号関係） 

 

１ 令和７年度（令和７年１０月１日～令和８年３月３１日）  合計３９件 

No. 区分 事務の名称 利用又は提供の内容（根拠条文） 件数(件) 

1 提供 市議会議員共済

会業務 

共済給付金受給権者異動届の提出のため、対象者

の氏名、住所等を市議会議員共済会に提供したもの

（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

2 提供 議会事務局庶務

業務 

銀行照会による口座の届出内容等確認書提出の

ため、議長の氏名、住所等を㈱八十二銀行に提供し

たもの（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

3 提供 議会事務局庶務

業務 

姉妹都市中国廊坊市親善訪問のため、議長及び随

行者の氏名、年齢等を市長に提供したもの（条例第

１２条第２項第１号） 

２件 

4 提供 市議会議員共済

会業務 

共済給付金受給権消滅届の提出のため、対象者相

続人の氏名、住所等を市議会議員共済会に提供した

もの（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

5 提供 議長会関係業務 銀行照会による口座の届出内容等確認書提出の

ため、議長の氏名、住所等を㈱八十二銀行に提供し

たもの（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

6 提供 議会人事、栄典・

表彰及び慶弔等

儀礼関係業務 

全国市議会議長会表彰のため、対象者の氏名、在

職歴を全国市議会議長会に提供したもの（条例第 

１２条第２項第１号） 

３件 

7 提供 議員報酬支給業

務 

年金支給停止判断のため、対象者の報酬額等を日

本年金機構に提供したもの（条例第１２条第２項第

１号） 

１６件 

8 提供 議員報酬支給業

務 

年金支給停止判断のため、対象者の報酬額等を長

野県市町村職員共済組合に提供したもの（条例第 

１２条第２項第１号） 

１件 

9 提供 市議会議員共済

会業務 

共済給付金受給権者異動届の提出のため、対象者

の氏名、住所等を市議会議員共済会に提供したもの

（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

10 提供 議長会関係業務 銀行照会による口座の届出内容等確認書提出の

ため、議長の氏名、住所等を㈱八十二長野銀行に提

供したもの（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

11 提供 議会事務局庶務

業務 

オーストリア共和国次期大使と面談のため、議長

の氏名、経歴等を駐日オーストリア共和国大使館に

提供したもの（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

12 提供 市議会議員共済

会業務 

共済給付金受給権者異動届の提出のため、対象者

の氏名、振込口座等を市議会議員共済会に提供した

もの（条例第１２条第２項第１号） 

７件 

別紙１ 



13 提供 市議会議員共済

会業務 

共済給付金受給権者異動届の提出のため、対象者

の氏名、振込口座等を市議会議員共済会に提供した

もの（条例第１２条第２項第１号） 

３件 

 

２ 令和８年度（令和８年４月１日～令和８年６月３０日）  合計８８件 

No. 区分 事務の名称 利用又は提供の内容（根拠条文） 件数(件) 

1 提供 議会事務局庶務

業務 

長野県官公庁団体職員録に議員の氏名、住所及び

電話番号を掲載するため、㈱新建新聞社に提供した

もの（条例第１２条第２項第１号） 

３０件 

2 提供 議会事務局庶務

業務 

松本市管理職員等名簿（松本市管理職員等間の緊

急連絡に使用するもの）に議員、局長及び次長の住

所・電話番号を掲載するため、市長に提供したもの

（条例第１２条第２項第１号） 

３２件 

3 提供 議長会関係業務 銀行照会による口座の届出内容等確認書提出の

ため、議長の氏名、住所等を㈱八十二長野銀行に提

供したもの（条例第１２条第２項第１号） 

３件 

4 提供 議長会関係業務 銀行照会による口座の届出内容等確認書提出の

ため、議長の氏名、住所等を㈱八十二長野銀行に提

供したもの（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

5 提供 議会人事、栄典・

表彰及び慶弔等

儀礼関係業務 

 高齢者叙勲上申のため、上申対象者の氏名、住所、

生年月日、経歴、戸籍抄本等を市長に提供したもの

（条例第１２条第２項第１号） 

１件 

6 提供 議長会関係業務 県関係６団体による国への要望活動のため、議長

の氏名、生年月日等を県知事に提供したもの（条例

第１２条第２項第１号） 

１件 

7 提供 議長会関係業務 全国市議会議長会副会長就任に伴い、議長の氏

名、生年月日、経歴等並びに局長の氏名及び電話番

号を全国市議会議長会に提供したもの（条例第１２

条第２項第１号） 

２件 

8 提供 議員報酬支給業

務 

年金支給停止判断のため、対象者の報酬額等を日

本年金機構に提供したもの（条例第１２条第２項第

１号） 

１７件 

9 提供 議員報酬支給業

務 

年金支給停止判断のため、対象者の報酬額等を長

野県市町村職員共済組合に提供したもの（条例第 

１２条第２項第１号） 

１件 

 



○松本市議会個人情報保護条例 

（個人情報の保有の制限等） 

第４条 議会は、個人情報を保有するに当たっては、法令（条例を含む。第７条第２項第

１号及び第３項第１号、第１２条第２項第２号及び第３号並びに第４章において同

じ。）の規定によりその権限に属する事務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、そ

の利用の目的をできる限り特定しなければならない。 

２ 議会は、前項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）の達

成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならない。 

３ 議会は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると

合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（利用及び提供の制限） 

第１２条 議会は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報

を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議会は、議長が次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することがで

きる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供する

ことによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められる

ときは、この限りでない。 

（１） 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

（２） 議会が法令の規定によりその権限に属する事務の遂行に必要な限度で保有個人

情報を内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当

の理由があるとき。 

（３） 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委員会、固

定資産評価審査委員会若しくは公営企業管理者、市が設立した地方独立行政法人、他

の地方公共団体の機関、他の地方公共団体が設立した地方独立行政法人、法第２条第

８項に規定する行政機関又は独立行政法人等に保有個人情報を提供する場合におい

て、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限

度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当

の理由があるとき。 

（４） 前３号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有

個人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になる

とき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理由があるとき。 

（審議会への諮問等） 

第５０条 議長は、次の各号のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取扱

いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるとき

は、松本市個人情報保護条例（令和４年条例第３８号。第３項において「執行機関条

別紙２ 



例」という。）第４条第１項に規定する松本市個人情報保護制度審議会（以下「審議

会」という。）に諮問することができる。 

（１） この条例の規定を改正し、又は廃止する場合 

（２） 第７条第２項第８号又は第３項第３号の規定により個人情報を取得しようとす

る場合 

（３） 第９条第１項の規定により講ずる措置に係る運用上の細則を定める場合 

（４） 前号に掲げるもののほか、議会における個人情報の取扱いに関する運用上の細

則を定める場合 

（５） この条例の運用に関し、意見を聞くことが特に必要であると認める場合 

２ 議会は、次の各号のいずれかに該当したときは、速やかにその内容を審議会に報告す

るものとする。 

（１） 前項第３号及び第４号の規定により定めた細則に基づき、具体的な措置を講じ

たとき。 

（２） 第４条第３項の規定により、利用目的を変更したとき。 

（３） 第１２条第２項の規定により、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自

ら利用し、又は提供したとき。 

（４） 第１７条第１項の規定により、個人情報ファイル簿を作成したとき。 

（５） 前各号に掲げるもののほか、この条例の運用に関し、特に必要であると認める

とき。 

 

○松本市議会個人情報保護条例施行規程 

（保有個人情報及び仮名加工情報に係る安全管理措置） 

第５条 条例第９条第１項及び第１５条第２項の規定により議長が講ずる措置は、次に掲

げる細則によるものとする。 

（２） 安全管理措置執行責任者は、個人情報を取り扱う事務（一時的な使用であっ

て、短期間に廃棄され、又は消去される個人情報を取り扱う事務を除く。以下この号

において「個人情報取扱事務」という。）を開始しようとするときは、個人情報取扱

事務ごとに松本市議会個人情報取扱事務登録簿（様式第１号）を作成し、保有個人情

報の把握と安全管理措置の徹底を図るものとする。 


